農林中金総合研究所　蔦谷 栄一（特別理事）
（１）大震復興と被災地農業の再生
· 2万4千ｈａもの大津波によって水没したり、がれきに埋もれた農地ついては、あらためての基盤整備等が必要であり、一方でこれを機にリタイアする農家も多いものとみられ、基盤整備とあわせて担い手の確保が大きな課題となる。

· これにともない換地等も行いながら農地の集約化が必要であり、集落営農や農業生産法人等を主にして担い手の確保をはかっていくことになろう。その場合被災者が優先して入植可能なように措置すべきである。また被災した商工業者と連携しての第六次産業や地産地消等をリードしていくなど、地域復興という視点の中に農業も位置づけていくことが求められる。
· あわせて燃料確保が困難化する等によって農産物を含めた物流が停滞し、さらには原発事故によって放射能汚染と風評被害を招くとともに、大規模・高効率・広域型の原子力発電に大きく依存することは過大なるリスクを抱えていることが明らかにされた。

· 地産地消へいっそうの入力により、地場流通のウェイトを引き上げていくとともに、消費者の安全性についての理解を獲得していくことが必要である。あわせてバイオマス、河川等の地域資源を活用して小規模・分散型の発電へと極力シフトさせていくべきである。
· エネルギーにとどまらず食料も含めて、安全・安心・安定の最大の担保は、地域での循環を取り戻し、地域ごとの自給度を向上させていくところにある。農村においてもこれまでの“浪費経済”を見直していくことが不可欠となる。
（２）日本の農業の現状認識
· 低食料自給率

· 担い手の高齢化、後継者難

· 低収益性
· 集落機能の低下

· グローバル化する中での疫病等感染リスクの拡大
· 消費者の安全・安心への不安増大

（３）これまでの農政の評価と反省

· 減反政策の定着拡大→畜産と水田とのリンク

· 規模拡大・専業農家志向→多様な担い手による多様な農業、集落営農が大きな役割
· 国際分業化→食料自給率向上

· 欧米モデル→日本の特徴を生かした農業

· 中央集権的・一律行政→地方分権、地域自立
· 有機農業やバイオマス等への取組劣後

· 方向性の見えない民主党農政

（４）ＴＰＰ参加と農業

· ＴＰＰ加入は農業にとどまらず日本の産業全体にとってデメリットが大きすぎる。円安誘導による輸出促進をはかってきた小泉構造改革は、“実感なき景気回復”に象徴されるように、大企業の好決算の一方で、賃金抑制、地域経済の低迷を招き、あらゆるところに格差拡大をもたらしてきた。デフレ経済下でのＴＰＰ加入は小泉構造改革以上に悲惨な事態をもたらしかねない。
· 政府は現場の実態、地域の実情を直視することなく、ＴＰＰ加入に猪突猛進の体である。結果的に農業・農村の貧困化を加速させるばかりで、今、これにとどめを刺さんとするかの如くである。
· 農民はその無念を、俳句をあげて語っている。「生きかわり死にかわりして打つ田かな」（村上鬼城）、「耕して耕して村つぶれけり」（清水志郎）。

· 日本はＷＴＯ交渉において「多様な農業の共存」を基本哲学にすえ、食料安全保障の確保や農業の多面的機能への配慮等を主張してきた。食料主権の尊重を訴えてきたことはまっとうである。経済成長一辺倒から脱却し、過剰なまでの管理社会からもっと、人と自然にやさしい、地域や環境等を重視した“幸せ”を実感できる国へと抜本的に転換していくことこそが政権交代への期待だったはずである。

（５）今後の農政

· 食と農林漁業の再生実現会議で、水田農業を中心とした土地利用型農業の競争力強化に向けての検討が行われている。方向性は攻め、つまり市場原理の貫徹にあり、“普通”の農家や農村・地域へのまなざしは皆無といっていい。

· 今後の農政の基本的な方向性は、①食料安全保障の確保、②地域分散・持続型の農業、③地域政策、環境政策、エネルギー政策との一体化

· 日本農業の最大の特徴として小規模での技術集約型農業があげられるが、これに加えて放牧を取り入れた本格的な畜産による土地利用型農業が求められる。

· 認識すべき第一は、世界の食料需給についてであるが、ここにきての穀物価格の高騰は著しい。これをもたらした①トウモロコシのエタノール原料へのシフト、②新興国での穀物需要の増大、③異常気象による不作、④投機マネーの流入、の四つの要因は依然として大きな勢力を保っている。

· 第二が、わが国でのさらなる米余り、転作圧力の増大である。人口1億人、米消費量を50ｋｇとして、米生産調整は現在の4割を6割に、1.5倍までの増加を余儀なくされることになる。

· この内外の相異なるベクトルを解くカギは畜産にしかない。そのための第一段階が、水田での自給飼料生産である飼料米、飼料イネへの取組である。第二段階として大々的に導入をはかっていく必要があるのが水田放牧である。飼料イネ、麦、大豆等との輪作も含めて、地方の維持と水田への復元を可能にしながら、食料自給率の向上をはかっていくことが必要である。
· 国産農産物を支持する消費者の獲得が重要であり、地産地消、都市農業、グリーンツーリズム等都市と農村との交流拡大をつうじてＣＳＡを広げ、地域社会農業を確立していく。このための必要条件が持続的循環型農業とこれによる多面的機能の発揮となる。
· ＩＴを活用しての経営管理の強化と、これと一体化した農業技術の向上により経営の自立をめざすとともに、地域資源管理者としての直接支払いを設ける。
· 若者の就農参入・定着を促すため、一定期間、最低生活費相当分を保証する助成を行う。

· 伝統芸能、食文化等の農村文化の伝承を促していくとともに、職人の技や地域材を活用した家屋の建築を奨励し、家並みや景観の向上をはかる。

· 農山村留学、定年帰農等により、都市から農村への人口還流を推進する。こうした流れの中で専業・兼業、半農半Ｘを問わず多様な担い手の参入を促していく。
以上
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